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１．ALPS処理水の処分に係る対策の進捗と今後の取組について

（１）風評を生じさせないための安全確保

／国内・国際社会に対する説明・情報発信の取組

（２）風評に打ち勝ち、安心してなりわいを継続・拡大するための取組

（３）将来技術（トリチウム分離等）の継続的な追求

２．廃炉・汚染水対策の進捗と今後の取組について
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これまでの経緯
【令和3年】

4月13日 第5回 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議

8月24日 第2回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

⁃ 「ALPS処理水の処分に関する基本方針」の決定

⁃ 「当面の対策」の取りまとめ

12月28日 第3回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議
- 「行動計画」の策定

4月16日 第1回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議
⁃ 基本方針を実行していく枠組みの整備、当面の進め方の確認

8月30日 第4回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議
- 「対策の強化・拡充の考え方」の取りまとめ及び「行動計画」の改定

【令和4年】

1月13日 第5回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「行動計画」の改定

【令和5年】

8月22日 第６回 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議・
 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「ALPS処理水の処分に関する基本方針の実行と今後の取組について」の発表・「行動計画」の改定

【令和6年】

8月30日 第7回 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議・
ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「ALPS処理水の処分に関する基本方針の実施状況と今後の対策の方向性について」「東京電力
福島第一原子力発電所における廃炉作業の進捗状況について」の発表・「行動計画」の改定 2



前回（R5.8.22）確認した放出後の取組の主なポイント等 この１年の主な実施状況

安
全
確
保
／
説
明
・
情
報
発
信

国と東京電力が実施する安全確保の取組について、国際専門家を含むIAEAタスクフォースが海洋
放出前・中・後と継続的にレビューを実施することで、第三者が安全性を徹底的に確認。放出前後
にはIAEA職員が福島第一原子力発電所に常駐し、確認を継続する体制を構築。

ALPS処理水の安全性等を確認するために、IAEAが２度のレビューミッションを実施。報告書には「関
連する国際安全基準の要求事項と合致しないいかなる点も確認されなかった」ことが明記され、海洋
放出が安全に行われていることを確認。また、IAEAの職員が福島第一原子力発電所に常駐し、安全
性の確認を実施。

原子力規制委員会は海洋放出が適切になされていることを継続して確認する。東京電力には、安
全に係る法令等の遵守に加え、緊張感をもった対応を求める。

原子力規制委員会において、東京電力によるALPS処理水の海洋放出が、実施計画に基づき適切
に行われていることを継続的に確認。

強化・拡充したモニタリングを実施し、関係機関の測定結果をまとめたわかりやすいウェブサイトにて国
内外に対し透明性高く情報発信。放出停止レベルを超える等の事象が発生した場合、放出中断
するなど適切に対処。

総合モニタリング計画に基づき、強化・拡充したモニタリングを実施し、安全に放出が行われていることを
確認。その測定結果についてまとめた、わかりやすい関係機関のウェブサイトにて、国内外に対し、多言
語で透明性高く発信。

ALPS処理水の安全性やその処分の必要性等について、国内外への情報発信を継続。日本産食
品の輸入規制について、ALPS処理水の海洋放出を理由とした新たな措置が講じられないよう、政
府一丸となって取り組む。

ALPS処理水の海洋放出について、国際会議の場等で科学的根拠に基づき国内外に対して透明性
高く情報を発信。一部の国・地域による日本産食品の輸入規制については、即時撤廃を求めるなど、
働きかけを実施。

風
評
影
響
対
応
／
な
り
わ
い
継
続
支
援

令和５年度予算に拡充・強化した被災地の水産業をはじめとする支援策や令和４年度補正予算
に措置した漁業者がなりわいを継続するための500億円の基金による支援に取り組む。またそのため
の説明会を開催する。

被災地における水産業の事業継続・拡大等を支援し、また、ALPS処理水海洋放出の影響を乗り越
え、持続可能な漁業継続を実現するための取組に対して支援。全国や各地域の漁業者団体等に対
して説明会を実施。

三陸常磐ものの魅力発信に取り組む。ネットワーク参加企業に消費を呼びかけ、「三陸・常磐ウィー
クス」を始め、三陸常磐ものの継続的な消費拡大に取り組む。

全国の小売事業者と連携した三陸常磐ものの販促イベントを実施。また、「三陸・常磐ウィークス」期
間中に、三陸・常磐ものネットワーク参加企業等において、弁当及び社食等約198万食を提供。

事業者が活用できる説明資料の提供等により、取引継続に向けた環境整備を実施。
食品関係事業者に買いたたき等を行わないことを要請し、また、問合せがあった場合に活用できる資料
等を提供。

中小企業施策や観光施策について、事業内容の説明や個別相談等のきめ細やかな対応を行うとと
もに、観光業への風評影響を払拭すべく、三陸常磐地域における集中的なイベント実施やブルー
ツーリズムの推進等を通じた観光需要創出にも取り組む。

三陸常磐地域において、中小企業者等を対象とした支援施策の合同説明会を実施。福島15市町
村の店舗でポイント還元による来訪者向け消費喚起キャンペーンの実施や「ブルーツーリズム推進支援
事業」等による観光需要創出に向けた取組を実施。

「水産業を守る」政策パッケージの一環として、300億円の需要対策基金や予備費等により、状況
に応じて、水産物等の国内消費の拡大、国内生産の維持、新たな輸出先のニーズに応じた加工体
制の強化、新たな輸出先の開拓等、臨機応変な対策を講じ万全を期す。
地域・業種の事情に応じた適切な賠償を行うよう東京電力を指導。

「水産業を守る」政策パッケージ等による対応として、①国内販路拡大、一時買取り・保管、出荷調
整等への支援、
②国内加工体制の強化に向けた機器導入や加工施設整備等の支援、③日本産水産物のPRイベ
ントや商談イベント等による代替販路開拓への支援等を実施。  
被害の実態に見合った必要十分な賠償を迅速かつ適切に実施するよう東京電力を指導。

将
来

技
術

汚染水発生量抑制に向けた取組を継続し、2028年度に約50～70㎥/日まで低減を目指す。 2023年度の汚染水発生量は、敷地舗装範囲拡大等により約80㎥/日まで低減。

東京電力においてトリチウム分離技術の実用化に向けた検討を進めていくとともに、国としても文献
等の確認等を通じて国内外の最新の動向を注視。

東京電力において、実用化に向けたフィージビリティスタディを実施し、また、国としても文献調査を実施。

⚫ 昨年とりまとめた今後の取組のポイントを踏まえ、①安全確保、説明・情報発信、②風評影響対応、なりわい継続支援、③将来
技術の検討等を引き続き実施。

⚫ 具体的には、ALPS処理水放出の安全性を確認し、IAEAも国際安全基準に合致と評価。これらの結果等を科学的根拠に基づ
き国内外へ透明性高く情報発信し、一部の国・地域による日本産水産物の輸入規制措置に対し、即時撤廃を働きかけ。また、
輸入規制措置を踏まえた国内加工体制強化・販路開拓支援や漁業者がなりわい継続するための支援、将来技術の検討を実施。

ALPS処理水の処分に関する基本方針の実施状況と今後の対策の方向性について(令和6年8月30日)
１．この１年の主な実施状況

引用：廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議（第７回） ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行 に向けた関係閣僚等会議（第７回）資料
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3．今後の対策の方向性

2．現状の評価

⚫ ALPS処理水の海洋放出は、IAEAからの評価も含め、引き続き、安全に実施されている。
⚫一部の国・地域による輸入規制措置による影響を除き、魚価の大幅な低下などの風評影響が生じているという声

は聞かれていない。
⚫一方で、一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置が継続しており、引き続き、即時撤廃に向

けた働きかけを行う必要がある。
⚫中国による輸入規制措置の影響が大きかったホタテについては、「水産業を守る」政策パッケージ等により、家計の

国内消費額が平均で1.5倍程度へ増加し、また、従来の対中国輸出量の約半分の代替販路を開拓した。一方で、
従来の対中国輸出量を置きかえるには至っておらず、引き続き、国内消費拡大・海外販路開拓等の対策を実施
する必要がある。

⚫ また、長期にわたるALPS処理水の放出による漁業の将来への不安・懸念を払拭するため、引き続き、対策を実施
する必要がある。

⚫ 昨年の本関係閣僚等会議において確認した「政府としてALPS処理水の処分が完了するまで全責任を持って取り
組む」という方針に変わりはない。①安全確保、説明・情報発信、②風評影響対応、なりわい継続支援、③将来
技術の検討等を引き続き実施する。

⚫ 引き続き、安全確保に万全を期し、IAEAによる評価も含め、国内外に向けて科学的根拠に基づき、透明性高く
わかりやすい情報発信に努めていく。

⚫ 一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置について、引き続き、あらゆる機会をとらえて即時撤
廃を強く求めるとともに、科学に基づく専門家同士の対話を通じ正しい理解を得る努力を行い、また、輸入規制措
置の影響を受けた日本産の水産物について、引き続き、三陸常磐ものの魅力発信を含む国内消費拡大・ビジネス
マッチング支援等の海外販路開拓等の必要な対策を実施する。

⚫ 我が国水産業のなりわい、事業を活力ある形で、子や孫の世代まで持続的に引き継いでいけるよう、国内生産持
続対策等を含め必要な対策を実施する。

⚫ 秋に策定を目指す経済対策も含め、こうした対策を着実に実施し、全国の水産業支援に万全を期す。

ALPS処理水の処分に関する基本方針の実施状況と今後の対策の方向性について(令和6年8月30日)

引用：廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議（第７回） ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行 に向けた関係閣僚等会議（第７回）資料
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➢ （略）。ALPS処理水の海洋放出については、IAEAによる評価を含め、引き続き、安全に実施されています。
私自身、ちょうど１年に当たる先週8月24日に福島に赴き、魚市場で現状を確認し、漁業関係者の方々と意見交
換してまいりました。

➢ 本日の会議において、ALPS処理水の処分に関する基本方針の実施状況を確認し、昨年の本会議において示し
た、政府としてALPS処理水の処分が完了するまで全責任を持って取り組むという方針について、何ら変わりなく
堅持することを確認いたしました。

➢ 他方で、一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置が継続しており、引き続き、あらゆる機会
を捉えて即時撤廃を強く求めるとともに、科学に基づく専門家同士の対話を通じ正しい理解を得る努力を行います。

➢ （略）ただし、対中国輸出量の全てを置きかえるには至っておらず、三陸・常磐ものの魅力発信を含む国内消費
拡大・ビジネスマッチング支援等の海外販路開拓等の必要な対策を実施していきます。

➢ また、長期にわたるALPS処理水の放出による、漁業の将来への不安・懸念を払拭するため、引き続き、我が国水
産業のなりわい・事業を、活力ある形で、子や孫の世代まで持続的に引き継いでいけるよう、国内生産持続対策
等を含め必要な対策を実施していきます。

➢ 秋に策定を目指す経済対策も含め、こうした対策を着実に実施し、全国の水産業支援に万全を期すことといたし
ます。(中略)

➢ 国も引き続き前面に立って、福島復興の前提となる福島第一原子力発電所の安全かつ着実な廃炉に取り組ん
でまいります。

8月30日 第7回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議／第7回ALPS処理水の処分に
関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議における岸田前総理発言(＠官邸)

出典：官邸HP
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➢ 明日24日でALPS処理水の海洋放出開始から１年を迎える。現在、８回目の放出を行っており、これまでのモニタ
リング結果から、安全であることが確認されている。また、IAEAも国際安全基準に合致していることを確認している。
引き続き、安全性の確保に緊張感を持って対応するとともに、モニタリング結果を含め、国内外に透明性高く情報
発信を行っていく。

➢ 一部の国・地域による科学的根拠に基づかない日本産の水産物の輸入規制について、即時撤廃に向け、様々な
レベルで働きかけを行っていく。また、引き続き、政府一丸となって、「水産業を守る」政策パッケージ等からなる水産
業のなりわい継続支援等に万全を期していく。

➢ さらに、風評影響の抑制のためには、水産物の魅力発信や透明性の高い情報発信も重要。水産物の販路拡大事
業を通じ、全国の消費者を対象とした安全性・魅力発信を実施している。今月８日には、私自身、福島県にて、
常磐ものの魅力発信イベントに参加し、消費拡大を呼びかけた。今後も、国内外における日本産の水産物の消費
拡大に向けて私自身、先頭に立って取り組んでいく。

➢ ALPS処理水の海洋放出は、福島の復興と、その前提となる東京電力福島第一原子力発電所の廃炉を着実に進
めていくために避けては通れない取組。たとえ今後、数十年の長期にわたろうとも、ALPS処理水の処分が完了す
るまで、政府として責任を持って取り組んでいく。皆様とは、引き続き、意思疎通を密にして、安全確保、風評対
策・なりわい継続に係る対策をしっかりと講じてまいりたい。

8月23日 坂本全漁連会長と齋藤前経産大臣の面談における齋藤前大臣発言(＠経産省)

出典：JF全漁連
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➢ 本日、ALPS処理水の放出開始から、ちょうど1年を迎えました。漁業を取り巻く現状について、福島県漁連の野﨑会
長さんを始め、関係者の皆様方から、直接、お話を聞かせていただくとともに、ここで採れた旬の海産物も頂きまして、
風評被害にも負けない「常磐もの」の質の高さ、そしておいしさ、こういったものも実感させていただいた次第です。

➢ そして、政府としては、ALPS処理水の海洋放出開始を決定する際、我が国の水産業の生業(なりわい)事業を、活
力ある形で子や孫の世代まで持続的に引き継いでいけるよう、政府として万全を尽くす。さらには、必要な対策を取
り続けることは、たとえ今後、長期になろうとも、全責任を持って対応する、こうしたことを申し上げました。この思いは
いささかも変わるものではなく、必要な措置をこれからも続けていくことは当然のことであると考えています。（中略）

➢ なお、国内の応援消費の拡大により、ホタテの国内消費額は1.5倍となるなどの効果が出ています。また、輸入停止に
より影響を受けている水産業を応援しようという国民の皆様の温かい気持ちが、結果として出ている、こういったこと
については、私からも心より御礼を申し上げたいと思っておりますし、同時に、昨年9月の対策パッケージにより、従来
の対中国輸出量の約半分について、代替販路を開拓するなど、その効果は着実に出ているということです。一方で、
中国への輸出量は、完全に置き換えることには至っていないわけでありますから、引き続き、対策に万全を期す必要
があると認識しています。

➢ このため、来週、廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議とALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実
行に向けた関係閣僚等会議の合同会議を開催して、秋の経済対策も見据えて、対策の方向性を示したいと思って
います。（中略）政府としては、引き続きしっかり支援していきたいと考えています。（中略）

➢ 引き続き、国が前面に立って、福島復興の前提となる東京電力福島第一原子力発電所の安全かつ着実な廃炉とと
もに、帰還困難区域の避難指示解除に向けた取組、また、帰還に向けた生活環境の整備、産業・生業の再生支援
といったものにも、国が前面に立って取り組んでまいります。引き続き、第2期復興再生期間の後も、福島の本格的な
復興再生に、政府を挙げて全力を尽くしてまいりたいと考えています。以上です。

8月24日 野﨑福島県漁連会長との面談後の会見における岸田前総理大臣発言(＠福島県)

出典：官邸HP
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2023年
10月5日～23日

2023年
8月24日～9月11日

2023年
11月2日～20日

実
施
済

実
施
済

実
施
済

7,810㎥

放出水量
：7,788㎥

2023年度のALPS処理水の海洋放出

トリチウム以外の告示濃度比総和

東京電力：0.28、JAEA：0.28

7,753㎥

⚫ 2023年度は約31,000㎥（トリチウム総量約５兆ベクレル）のALPS処理水を４回にわけて放出。
放出後は、東京電力・環境省・水産庁が、海水や魚のトリチウム濃度の迅速分析を実施し、計画通り
に放出できており、安全であることを確認。

⚫ 過去の放出開始に際し、東京電力がALPS処理水を分析した結果、規制基準を満たしていることを確
認。また、JAEAも同様の結果を確認。

2024年
2月28日～3月17日

放出水量
：7,810㎥

放出水量
：7,753㎥

放出水量
：7,794㎥

トリチウム以外の告示濃度比総和

東京電力：0.25、JAEA：0.21

トリチウム以外の告示濃度比総和

東京電力：0.25、JAEA：0.26

トリチウム以外の告示濃度比総和

東京電力：0.34、JAEA：0.34

実
施
済
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放出時期 水量 トリチウム濃度（希釈前） トリチウム総量

① ４月１９日～５月７日 ７,８５１㎥ １９万ベクレル/㍑ 約１．５兆ベクレル

② ５月１７日～６月４日 ７,８９２㎥ １７万ベクレル/㍑ 約１．３兆ベクレル

③ ６月２８日～７月１６日 ７,８４６㎥ １７万ベクレル/㍑ 約１．３兆ベクレル

④ ８月７日～８月２５日 ７,８９７㎥ ２０万ベクレル/㍑ 約１．６兆ベクレル

⑤ ９月２６日～１０月１４日 ７,８１７㎥ ２８万ベクレル/㍑ 約２．２兆ベクレル

⑥ １０月１７日～１１月４日 ７,８３７㎥ ３１万ベクレル/㍑ 約２．４兆ベクレル

点検（測定・確認用設備 B群タンクの本格点検含む）

⑦ ２０２５年 ２～３月 約７,８００㎥ ３４～４０万ベクレル/㍑ 約３．０兆ベクレル

2024年度の処理水放出計画 及び 本年度第６回（通算第10回）放出

【2024年度放出計画・実績】

⚫ 2023年度は４回で処理水約31,000㎥（トリチウム総量約５兆ベクレル）を放出。

⚫ 2024年度は約54,600㎥（トリチウム総量約14兆ベクレル）のALPS処理水を７回に

わけて放出予定のところ、第6回（通算第10回）を11月4日に完了。

⚫ トリチウムの濃度を規制基準の40分の１、ＷＨＯが定める飲料水基準の約７分の１である
運用基準1500ベクレル／リットル未満になるよう希釈して海洋放出する。

9



これまでの海域モニタリングの結果

放出期間

海水のトリチウムの
モニタリング結果（迅速測定※1）

発電所から
３km以内

発電所正面から
10km四方

１回目
2023年

８/24～９/11
最大10Bq/L 検出せず

２回目
2023年

10/５～10/23
最大22Bq/L 検出せず

３回目
2023年

11/２～11/20
最大11Bq/L 検出せず

4回目
2024年

2/28～３/17
最大16Bq/L 検出せず

5回目
2024年

4/19～５/7
最大29Bq/L 検出せず

6回目
2024年

5/17～6/4
最大7.7Bq/L 検出せず

7回目
2024年

6/28～7/16
最大18Bq/L 検出せず

8回目
2024年

8/7～8/25
最大9.0Bq/L 検出せず

9回目
2024年

9/26～10/14
最大33Bq/L 検出せず

10回目
2024年

10/17～11/4
最大48Bq/L 検出せず

※1 トリチウムの検出下限値を１Lあたり10Bq程度とし、測定時間を短縮して迅速に結果を得る測定

モニタリング結果（東京電力）
放出時のトリチウム濃度の上限：1,500Bq
放出停止判断レベル：700Bq、調査レベル：350Bq(発電所から3km以内)

⚫ 2023年８月にALPS処理水の海洋放出を開始。現在、計10回の放出が完了。

⚫ これまでの海水や魚のモニタリングの結果、計画どおりに放出できており、安全であることを確認。

※２ 原子力施設の放水口から出る水を、毎日、その濃度で約２L飲み続けた場合に
一年間で1mSvの被ばくとなる濃度から定められた国の規制基準

※３ 出典「日本の環境放射能と放射線」（期間：2019/4～2022/3）

通常測定の検出下限値
約0.1-0.4Bq/L

単位：Bq/L

迅速測定の検出下限値約10Bq/L

調査レベル(発電所正面の10km四方内の4地点)

放出停止判断レベル(発電所正面の10km四方内の4地点)

調査レベル(発電所から3km以内の10地点)

放出停止判断レベル(発電所から3km以内の10地点)

世界保健機関(WHO)飲料水水質ガイドライン

国の規制基準(放出口) ※２

政府方針で示された海洋放出のトリチウム濃度の上限

60,000

10,000

1,500

700

350

30

20

約10

約0.1-
0.4

20~0.043Bq/L
日本全国の海水
過去の変動範囲※３
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これまでの海域モニタリング（トリチウムの迅速分析）の結果

⚫ これまでの海洋放出において、海水中のトリチウムの迅速分析では放出期間中の放出口の近傍３地
点のみで検出され、その他は検出下限値未満であり、規制基準を十分下回る。

⚫ 近傍地点以外にも、宮城・茨城県沖等も含め幅広い海域で迅速分析を実施し、全て検出下限値
未満。水産物の迅速分析については、全て検出下限値未満。これらのモニタリング結果から、安全で
あることを確認。

検出された実績の
ある３箇所

東京電力 環境省・水産庁

：環境省の採取ポイント（放水口近傍３地点：放出期間中2回測定）

：環境省の採取ポイント（その他沿岸20地点：放出期間中１回測定）

：水産庁の採取ポイント（放出期間中週4回測定）

：東京電力の採取ポイント（放水口周辺計4地点：放出期間中毎日測定）

：東京電力の採取ポイント（その他6地点：放出期間中週2回測定） 11



➢ 東京電力の包括的海域モニタリング閲覧システム（Overarching Radiation-monitoring data Browsing System 
in the coastal ocean of Japan、ORBS）において、各機関（東京電力・環境省・水産庁・福島県庁）のトリチウムの迅
速分析データを地図上に集約し、一元的に閲覧できる形で、2023年9月19日に公表（日・英）。

➢ 現在、中国語・韓国語も公開し、多言語化に対応するとともに、Q＆Aのページも整備。

アイコンにマウスカーソルをあてると、最
新の測定結果が表示される。

トリチウムの迅速分析データの一元的な掲載

各地点のアイコンをクリックすると、測定結果の推移のグラフが表示される。
12



➢ 8月10日に地元紙（福島民報、福島民友、岩手日報、河北新報、茨城新聞）において、各県水
産物の魅力とALPS処理水に係るモニタリング結果を伝える広告を掲載。

地元紙への広告掲載

新聞への広告掲載内容（福島民報・福島民友）
全面カラー広告(8月10日掲載)

福島民報、福島民友
全体版はこちら
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➢ 2021年4月以降、農林漁業者、観光業者、加工・流通・小売事業者、自治体職員等を対象に、

説明会や意見交換を1800回以上実施。

➢地元等で開催されるイベント・お祭りに説明ブースを出展し、訪れた一般の方々と双方向のコミュニ
ケーションを実施。

各地での説明会の実施・イベントへの参加

ブース出展の様子

令和5年9月 ツールドふくしま＠楢葉町
令和5年9月 Kitaizumi Surf Festival2023＠南相馬市
令和5年9月 ツーリズムEXPO＠東京都
令和5年10月 ふたばワールド2023in おおくま＠大熊町
令和5年10月 LIVE AZUMA2023＠福島市
令和5年10月 G7貿易大臣会合＠大阪府
令和5年10月 標葉祭り＠浪江町
令和5年11月 相馬原釜市場まつり＠相馬市
令和5年11月 復興なみえ町十日市祭り＠浪江町
令和5年11月 OBCラジオ祭り＠大阪府
令和6年4月 夜ノ森桜まつり2024＠富岡町
令和6年7月 全日本級別サーフィン選手権大会＠南相馬市
令和6年7月 日本観光ショーケース＠大阪府
令和6年8月 標葉祭り＠葛尾村
令和6年9月 なつ祭りinおおくま＠大熊町
令和6年9月 ふたばワールド2024inひろの＠広野町
令和6年9月 ツーリズムEXPO＠東京都
令和6年10月 Kitaizumi Surf Festival2024＠南相馬市
令和6年10月 LIVE AZUMA2024@福島市

直近の主なブース出展

↑R6年4月 富岡町 ↑R6年7月 南相馬市 ↑R6年7月 大阪府

↑R6年8月 葛尾村 ↑R6年9月 大熊町 ↑R6年9月 広野町

↑R6年10月 福島市↑R6年9月 東京都 ↑R6年10月 南相馬市 14



IAEAによるALPS処理水の安全性に関する取組

• 2021年7月に原子力の専門機関であるＩＡＥＡ（国際原子力
機関）と協力枠組みに関する付託事項に署名。

• 以降、ＩＡＥＡと国際専門家からなるタスクフォースは、2022年2
月～2023年5月までに、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に関するレ
ビューを５回実施。2023年７月４日、これまでのレビューを総括し、
IAEAとしての結論を記した包括報告書をグロッシー事務局長から岸
田前総理に手交。

• 報告書では、ALPS処理水の海洋放出は、「国際安全基準に合致」
し、「人及び環境に対する放射線影響は無視できるほどである」と
いった結論が盛り込まれた。

グロッシー事務局長から岸田前総理へ報告書の手交

• IAEAは、海洋放出後もレビューを継
続。これまで海洋放出後２回のレ
ビューミッションが行われ、それぞれ報
告書を公表（2024年1月、7月）。

• それぞれの報告書では、
①関連する国際安全基準の要求事
項と合致しないいかなる点も確認さ
れなかった、
②包括報告書の結論を再確認でき
た旨が明記された。

海洋放出後
２回目の報告書

1．包括報告書の公表

２．海洋放出後のレビュー

• 独立した立場から、海洋放出前のALPS処理水や
海水の測定・分析を実施。

• IAEA研究所と第三国研究所（米、仏、韓国、中
国等）が参加して、ALPS処理水の性状（ソースモ
ニタリング）、及び海水・海底土・魚・海藻といった
環境試料の分析（海洋モニタリング）を実施。
⇒ ILC （分析機関間比較）の実施

• 東京電力福島第一原子力発電所の事務所に
IAEA職員が常駐し、現場での状況の確認・モニタ
リングを行っている。

３．独立したモニタリング・分析機関比較（ILC）
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国際対応

✓ 2023年11月の習近平国家主席との日中首脳会談において、岸田前総理から、ALPS処理水の海洋放出について、科学的根拠に

基づく冷静な対応を改めて強く求めるとともに、日本産食品輸入規制の即時撤廃を改めて求めた。双方は、建設的な態度をもって

協議と対話を通じて問題を解決する方法を見い出していくことで一致。日本と中国の関係当局は、首脳間の共通認識に基づき、累

次にわたって意思疎通を継続。

✓ 2024年3月には、経済産業省も参加し、ALPS処理水の海洋放出に関する日中専門家間の対話を中国・大連にて開催。ALPS

処理水を含めた各種懸案について、意見交換。

✓ 2024年9月20日、岸田前総理はIAEAグロッシー事務局長と電話会談を実施。IAEAの現行のモニタリングが拡充され、その中で、

中国を含む参加国の専門家による採水等のサンプリングや、分析機関間比較が実施されることで一致。これに関連して、中国との

間でも、事務レベルで協議してきた結果、一定の認識を共有。中国側は、IAEAの枠組みの下での長期的かつ国際的なモニタリン

グに有効に参加し、参加国による独立したサンプリング等のモニタリング活動を実施後、科学的証拠に基づき、当該措置の調整に着手

し、基準に合致した日本産水産物の輸入を着実に回復させることとなった。

✓ 2024年10月10日、石破総理と李強総理との間で日中首脳会談が行われ、両首脳はALPS処理水の海洋放出と日本産水産物

の輸入規制に関する発表を共に評価し、石破総理から、日本産水産物の輸入回復を早期に実現するよう求めた。

✓ 2024年7月、岸田前総理は、第10回太平洋・島サミット（PALM10）に出席し、ALPS処理水の海洋放出について、

太平洋島嶼国・地域の安心感を高めていく旨説明。太平洋島嶼国・地域からは、日本との対話を歓迎する旨発言があり、 

IAEAを原子力安全の権威として認識した上で、科学的根拠に基づく対応の重要性で一致。

✓ ALPS処理水の海洋放出開始以降、韓国人専門家が、定期的に、（１）東京電力福島第一原子力発電所のIAEA事務所を

訪問するとともに、（２）同原子力発電所構内を視察、意見交換を実施。

✓ 2021年12月以降、韓国政府向け説明会を実施。（局長級を４回、課長級を７回開催）

1．中国

2．韓国

3．太平洋島嶼国・地域
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国際原子力機関（IAEA）第68回総会

⚫ 2024年９月16日から20日にかけて、オーストリア・ウィーンにおいて、国際原子力機関（IAEA）第
68回総会が開催された。

⚫ 16日に、日本政府代表の上坂充内閣府原子力委員会委員長が一般討論演説を行った。

我が国政府代表が述べた内容（ALPS処理水部分・要旨） サイドイベント

➢2024年９月17日、経済産業省は、サ

イドイベント「東京電力福島第一原子
力発電所の廃炉と福島の復興」を主催。

➢復興の概観、廃炉の現状、燃料デブリの

取り出し、オフサイトにおける取組の進捗
を発信。

➢IAEAから、ALPS処理水の海洋放出に

関連するIAEAの取組の紹介がなされ
るとともに、海洋放出されている水は汚

染水ではなくALPS処理水であるとの

見解が示された。

※毎年1回、例年9月にオーストリア・ウィーンにて
開催。

※経済産業省主催

➢ ALPS処理水の海洋放出は、IAEAの関与の下で行われ、近隣諸国
を含む各国の分析機関や国際専門家も参加するモニタリングやレ
ビューにより、ALPS処理水の海洋放出の安全性が裏付けられている
ことや、ALPS処理水を汚染水と表現することは適切ではない旨を述
べた。

➢ 日本は、内外のステークホルダー、とりわけアジア太平洋及びそれを超え
た地域の関係者への関与を継続・強化し、国際社会に対して、透明
性の高い説明を続けていく。

➢ 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組も進んでおり、
最難関である燃料デブリ取り出しを含む新たな段階へと進んでいく。

サイドイベント
総会一般討論演説
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１．ALPS処理水の処分に係る対策の進捗と今後の取組について

（１）風評を生じさせないための安全確保

／国内・国際社会に対する説明・情報発信の取組

（２）風評に打ち勝ち、安心してなりわいを継続・拡大するための取組

（３）将来技術（トリチウム分離等）の継続的な追求

２．廃炉・汚染水対策の進捗と今後の取組について
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◆ 国内消費拡大と販路拡大の取組推進

✓ 「三陸・常磐もの」の魅力発信・消費拡大のために、1,100者を超える企業等が参加する「三陸・常磐ものネッ
トワーク」を活かし、ネットワーク参加企業等による弁当や社食の購入等を通じた消費を喚起。これまでに4回、
「三陸・常磐ウィークス」を開催し、これまでで合計約239万食の弁当や社食等を提供。また、「ごひいき！三
陸・常磐キャンペーン」も実施。

✓ 300億円基金等を活用して、学校給食等を通じた、事業者・自治体等による水産物の販路拡大を支援。

✓ 全国各地の水産物の魅力発信を支援すべく、「ジャパン・インターナショナル・シーフードショー」 への漁業者の出
展をサポート。インフルエンサーを活用したPR活動や地域の魅力発信イベント開催の支援も実施している。

国内の販路拡大と水産物の魅力発信

◆三陸・常磐ものネットワーク
10/1-11/4 三陸・常磐ウィークス（第４弾）

 石破総理大臣や武藤経産大臣も食べて応援

◆ごひいき！三陸常磐キャンペーン
8/8 三陸常磐の海の幸の魅力を伝える
試食イベント(齋藤前経産大臣出席)

◆水産物の魅力発信・消費拡大
8/21-23 ジャパン・インターナショナル・

シーフードショー

19



水産物の販売促進に向けた取組

①うすい百貨店＠郡山市の出店
•8/21～27の7日間、郡山市のうすい百貨店に福島県の
水産加工品の販売会である「ふくしま常磐大漁市」と屋台
やキッチンカーによる「常磐レストラン」を出店。
•福島県漁連や水産加工業
者の商品30品を販売した。

②JR上野駅の出店
•5/29～6/2の5日間、上
野駅中央改札口前で開催
された「福島産直市」に「ふく
しま常磐大漁市」を出店。
•福島県漁連や水産加工業
者の商品40品を販売した。

➢ 福島相双復興推進機構において、浜通り地域等における水産関係の仲買・加工業者128者にアプロー
チし、102者の訪問が完了。要望に応じて、人材確保支援や新商品開発・販路開拓支援等を実施。
– 16事業者が延べ195社と新たな販路開拓を実現
– 14事業者が計119名の人材確保を実現

➢ そのほか物産展での販売促進支援や産地視察の実施等も通じて、相双地域の食の魅力発信を実施。

ふくしま常磐大漁市（販売会）の実施

▲イベントの様子（上野駅）

イベントの様子（うすい百貨店）
（右から2人目：品川郡山市長）

①浜の駅松川浦の販路開拓
•相馬市の「浜の駅松川浦」にて、
中澤水産(相馬市)の「平目と
生海苔の海鮮ぶっかけ丼」等、
おのづか食品(いわき市)の「うに
味噌」を6月より定常販売開始。

②販路開拓事例
・8/30～9/1の3日間、大阪府
堺市の「大起水産 まぐろパーク
堺本店」にて「ふくしま常磐大漁
市」を開催。これに先立ち、大
起水産のバイヤーが相馬市にて
産地視察を実施。

・これらの結果、定常販売となっ
た商品もあり、関西圏での販路
の開拓に繋がった。

▲販売コーナー（浜の駅松川浦）

▲産地視察の様子（大起水産）

マッチング支援事例
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⚫ 2022年5月に福島県・経済産業省で取りまとめた「15市町村交流人口アクションプラン」を基に、自治体を横断し
た広域連携を図り、市町村独自のコンテンツの有機的な結びつけや、サイクルルートといった新たなコンテンツの策
定により、福島浜通り地域等の一体的なブランディングを実施。

⚫ 人口減少や人手不足の課題がある中、産業復興の両輪である「事業・なりわいの再建」や「新産業の創出」に、交
流人口・関係人口の拡大を効果的に結びつけ相乗効果を図っていく。

交流人口・関係人口拡大に向けた取組

～交流人口・関係人口拡大に向けた取組の例～

「交流人口拡大アクションプラン」に基づく3本の軸

⚫ 2022年5月に取りまとめた「15市町村交流人口アクションプ
ラン」を基に、「タテ」「ヨコ」「基盤(デジタル)」の3本の柱を軸と
し、福島浜通り地域等の一体的なブランディングを実施。

②市町村間の連携（ヨコ）

①市町村独自の取組（タテ）
各市町村の民間事業者を対象として、地域に根ざし、人の賑わいを誘引
する新規コンテンツ創出を支援する、誘客コンテンツ開発事業を実施。

一体的な情報発信等の伴走支援を行い、市町村の垣根を越えた広域コ
ンテンツ創出を推進する広域マーケティング事業を実施。関係事業者が
一堂に会するイベントも開催し、首都圏・県内からのツアー等も実施。

③市町村共通の基盤（デジタル）

魅力発掘や磨き上げ、情報発信にあたっての自治体職員や地域事業者
のデジタルスキル等の課題に対し、デジタルリテラシーセミナーやデータ活用
伴走支援を実施。

・類型採択12件の支援を実施中・済。

1000年続く「相馬野馬追の里」で行う“馬の価値再発見”を通じ
た新しい学びと成長の世界へ（一般社団法人Horse Value）

2024年9月に開催した
HAMADOORI CIRCLE 2024
(会場：浅野撚糸双葉スーパーゼロミル・
浜通り周辺エリア一帯)

⚫ 国内外のプロサーファーを招いたサー
フィンイベントを2024年10月に開催。
多様な波が楽しめる浜通りの海岸を
一体的にブランディングしていく。

⚫ 福島復興サイクルロードレースシリーズ「ツール・ド・ふくしま」を
2024年9月に開催。浜通り等15市町村を横断した広域コー
スを参加者が走り抜け、住民が沿道から声援を送った。

ツール・ド・ふくしま：レース参加者270人 ロングライド参加者250人
Jヴィレッジ(本部会場)来場者 2日間合計延べ1,000人以上
15市町村コース沿道観客者  2日間合計延べ5,000人以上

※1 出典:一般社団法人Horse Value HP

※１

※ 2

※ 3

※ 4 

※2 出典:HAMADOORI CIRCLE PROJECT事務局

※3 出典: Kitaizumi Surf Festival 2024 HP

※4 出典:福島復興サイクルロードレースシリーズ事務局 21



⚫ 2025年大阪・関西万博では、世界的にも未曽有の複合災害に直面した福島浜通り地域等の現状や未来を紹介し、単に震災前に
戻るのでなく、社会課題解決の先進地として再生を目指すストーリーを力強く発信し、共感の輪を国内外に広げ、風評払拭しつつ、
共に復興を支え挑戦する交流人口・関係人口のより一層の拡大を目指す。

2025年大阪・関西万博 福島復興企画

復興展示

▲全体イメージ（出典：経済産業省委託先事業者作成）

①HAMADOORI TABLE
～交流する～

②LIVE HAMADOORI
～つながる～

③展示ブース ～知る～

15市町村をかたどった大きなテーブルを
中央に配置。動線の起点となると共に、
交流や憩いの場となる。

巨大スクリーンで福島浜通り地域等の
人々や企業との中継、トークセッション等
様々なイベントを実施。

震災後に福島浜通り地域等でチャレンジ
する人々のストーリーを見せ、復興に対す
る彼らの想いを来場者に伝える。

【展示期間】
2025年5月18日～25日
※設営・撤去もこの期間中に実施

福島への誘客・福島県産品PR

▲2023年10月に実施したツアーの様子

⚫福島復興企画として、万博会場における
復興展示に加え、期間中に福島浜通り
地域等への誘客を促す取組と、福島県
産品PR等を実施予定。

＜参考：2023年度プレツアー＞
• 福島浜通り地域等への誘客促進、国内外への情報

発信を目的とし、2023年10月、海外プレスや駐日
大使、大使館職員等を対象としたツアーを実施。

• 総勢約40名が参加。
• 中間貯蔵施設や伝承館、ロボットテストフィールド等

を訪問。

【展示場所】
EXPOメッセ（約1,000㎡）
※同規模の隣接スペースにて、復興庁
 も震災に関する復興展示を実施予定

⚫震災から再建し、新たな賑わいやイノベーション
の創出に向けた挑戦を紹介するコンテンツを展示。
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１．ALPS処理水の処分に係る対策の進捗と今後の取組について

（１）風評を生じさせないための安全確保

／国内・国際社会に対する説明・情報発信の取組

（２）風評に打ち勝ち、安心してなりわいを継続・拡大するための取組

（３）将来技術（トリチウム分離等）の継続的な追求

２．廃炉・汚染水対策の進捗と今後の取組について
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➢ 2021年５月から、東京電力が、第三者機関に委託して、ALPS処理水のトリチウム分離に係る技術の公募を
実施。（第1期~第８期公募で国内外から合計153件の応募。）

➢ 第三者機関や東京電力は、提案があった技術に対して、審査や技術の実証試験を行い、技術の確立を目指すこ
ととしている。

➢ 東京電力は、第1期~第8期公募の2次評価を終え、直ちに実用化できる段階にはないものの、実用化に向け
た要件を将来的に満たす可能性がある技術を計15件選定。
第1期~第8期のうち10件について秘密保持契約を締結し、フィージビリティスタディ（FS）を実施。

➢ 第９期については、三菱総合研究所が現在公募中（締め切りは本年12月末）。

東京電力によるトリチウム分離技術の公募

一次評価 二次評価

第三者機関 東京電力

フィージビリ
ティスタディ

東京電力、第三者

小規模
実証試験 実証試験

※必要に応じて、追加的な
研究開発を先行して実施

※提案者にご参画いた
だける場合

調
査
プ
ロ
セ
ス

提案数 一次評価通過 二次評価通過

第１期 65件 11件 11件

第２期 22件 2件 2件

第３期 13件 1件 1件

第４期 10件 0件 ー

第５期 14件 0件 ー

第６期 12件 1件 1件

第７期 10件 0件 ー

第８期 7件 0件 ー
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１．ALPS処理水の処分に係る対策の進捗と今後の取組について

（１）風評を生じさせないための安全確保

／国内・国際社会に対する説明・情報発信の取組

（２）風評に打ち勝ち、安心してなりわいを継続・拡大するための取組

（３）将来技術（トリチウム分離等）の継続的な追求

２．廃炉・汚染水対策の進捗と今後の取組について
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注水

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

4号機

注水

2号機

392体 615体

陸
側
遮
水
壁

＊2：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む

燃料取り出し用カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535*2

（2014/12/22燃料取り出し完了）

1号機
取り出し完了燃料（体）＊1

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

＊1：共用プールのラックに
  貯蔵した燃料

使用済燃料
プール

燃料デブリ燃料溶融 燃料溶融 燃料溶融

水素爆発 水素爆発

燃料デブリ取り出し着手（2号機）：
2024年９月

使用済燃料プールからの燃料
取り出し完了【2014年12月】

燃料デブリなし

大型カバーの設置に向けた作業開
始【2021年6月】

燃料取り出し用構台の鉄骨工事
開始【2023年1月】 使用済燃料プールからの燃料

取り出し完了【2021年2月】燃料取り出し開始：
2027年度～2028年度

燃料取り出し開始：
2024年度～2026年度

⚫ １・２号機は、使用済燃料プール内の燃料取り出しに向けた準備作業中（オペレーティングフロアのガレ
キ撤去等）。3号機は、2021年２月に使用済燃料プールからの燃料取り出しを完了。

⚫ 事故時に溶けて固まった燃料（燃料デブリ）は、まず2号機で試験的取り出しに着手（2024年９月）。
その後、段階的に取り出し規模を拡大。 

東京電力福島第一原子力発電所 １～４号機の現状

下
部
架
構
設
置
中

注水

西側前室

南
側
前
室
鉄
骨
設
置
中

3号機 水素爆発
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東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの目標工程

安定化に向けた
取組

中長期ロードマップの工程

第１期 第２期 第３期

使用済燃料取り出し
開始までの期間

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間

廃止措置終了までの期間
冷温停止状態達成

2011年12月 2031年末※2024年11月2013年11月

※1～6号機における使用済燃料プールからの燃料取り出し完了時期

中長期ロードマップにおけるマイルストーン（主要な目標工程）
分野 内容 時期 達成状況

１．汚染水対策

汚染水発生量
汚染水発生量を150m3/日程度に抑制 2020年内 達成済

汚染水発生量を100m3/日程度に抑制 2025年内 達成済

滞留水処理完了
建屋内滞留水処理完了※1 2020年内 達成済

原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度に低減 2022年度～2024年度 達成済

２．使用済燃料プールからの燃料取り出し

1～6号機燃料取り出しの完了 2031年内 －

1号機大型カバーの設置完了 2023年度頃 2025年度夏頃

1号機燃料取り出しの開始 2027年度～2028年度 －

2号機燃料取り出しの開始 2024年度～2026年度 －

３．燃料デブリ取り出し

初号機の燃料デブリ取り出しの開始
（2号機から着手。段階的に取り出し規模を拡大）

2021年内 2024年９月着手

４．廃棄物対策

処理・処分の方策とその安全性に関する技術的な見通し 2021年度頃 策定済

ガレキ等の屋外一時保管解消※2 2028年度内 －

※1  1～3号機原子炉建屋、プ
ロセス主建屋、高温焼却
炉建屋を除く。

※2  水処理二次廃棄物及び再
利用・再使用対象を除く。

✓ 540m3/日(2014年5月)⇒
80m3/日(2023年度)

✓ 新たな目標として、2028年
度までに汚染水発生量を約
50～70m3/日に低減

✓ 3号機：
2021年2月取り出し完了

✓ 4号機：
2014年12月取り出し完了

2041年～2051年
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⚫ 東京電力福島第一原子力発電所における燃料デブリの取り出しは、世界にも前例のない難易度の

高い作業であり、一歩一歩着実に作業を進めることが重要。

⚫９月10日、「テレスコ式装置」を用いた２号機での燃料デブリの試験的取り出しの着手をもって、廃炉

の工程を定めた「中長期ロードマップ」における第3期に移行。11月7日、今回の試験的取り出し作業

が完了。

⚫ 取り出した燃料デブリは、茨城県のJAEAの分析施設に輸送後、数ヶ月以上かけて分析し、今後の廃

炉作業の具体化に役立てていく。

東京電力福島第一原子力発電所２号機における燃料デブリの試験的取り出しについて

原子炉
圧力容器

原子炉
格納容器の内部

テレスコ式装置

カメラ

原子炉格納容器の外部

テレスコ式装置による試験的取り出しイメージ（拡大図）

原子炉格納容器

テレスコ式装置の位置

燃料デブリ
把持した燃料デブリを
運搬用ボックスに回収する
様子（11月6日撮影） 28



燃料デブリの試験的取り出し作業中に発生した先端部のカメラに関する事案の概要

交換後のカメラ映像事案発生後のカメラ映像（イメージ）

⚫ ９月17日、取り出し装置先端のカメラ２台の映像が送られてこなくなったため、10月17日、18日にカメラ

を交換し、映像の復旧を確認し、10月28日から取り出し作業を再開。

⚫ カメラに映像が送られてこなくなった原因は、放射線の影響による可能性が高いと考えられるが、東京電力に

おいて、交換したカメラの分析を実施する予定。
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２号機燃料デブリの試験的取り出し作業中断に関する原因と対策について

⚫8月22日、燃料デブリの取り出し装置を押し込むための「押し込みパイプ」（計５本）の配置が、計画し

ていた順番※と異なっていたことから、同日開始した取り出し作業を中断。翌23日、経済産業大臣から

東京電力社長に対し、要因の確認と必要な対策の報告を指示。

※本来、①⇒②⇒③⇒④⇒⑤の順番であるべきところ、②⇒③⇒④⇒①⇒⑤となっていた。

⚫9月4日、東京電力社長から経済産業大臣に対し、(1)単純作業の部分での管理不足が要因であるこ

と、(2)準備作業も含めた試験的取り出しの工程全般について東京電力の確認プロセスを再精査する旨

の報告があり、経済産業大臣から、東京電力自身が工程管理や確認をしっかり行うことを改めて求めた。

押し込みパイプ並び換え後

東京電力による対策

➢ 「現場視点」に立った、準備作業も含めた工程全般の再確
認、検証
⇒ 高線量で重装備が必要な厳しい環境であるという「現場

視点」が不足していた認識に立ち、作業工程を見直し。

➢ 「模擬環境での作業訓練」の確認・検証、不足箇所の抽
出及び追加対策の実施
⇒ 準備作業に対する訓練が不足していたことから、模擬現

場と現場環境との差異を明確にし、作業手順を精査。

➢ 東京電力による確認の実施（主な要因への対応）
⇒ パイプ運搬等の一般的な準備作業において、東京電力による確認が不足していたことから、試験的

取り出しの工程全般にわたって、東京電力自身による確認プロセスを再精査し、東京電力自身により
確認。
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➢ これまで取り組んできた重層的な汚染水対策が効果を発揮し、汚染水発生量は大幅に低減。

（降雨量が平年より少なかったこともあり、2023年度は約80㎥/日と、対策実施前の1/7程度）

➢ 平均的な降雨量で評価した場合でも約90㎥/日であり、中長期ロードマップに定める目標「平均的な
降雨に対して、2025年内に汚染水発生量を１日当たり100㎥以下に抑制」を前倒しで達成。

➢ さらに「2028年度までに約50～70㎥/日に抑制」を目指し、建屋周辺の舗装範囲の拡大や局
所的な建屋止水等を実施する。

建屋周辺の舗装 １号機建屋屋根

（完成イメージ）

＜取組例＞
（現在）

＜概略工程＞

2022年12月21日、第26回汚染水処理対策委員会で公表

2022 2025 2028

100m3/日以下
50～70m3/日

程度

約5割程度

約8割程度（1号機,2号
機山側、3号機変圧器

付近）

3号機
（4号機施
工確認含）

他号機への
展開

汚染水
発生量

建屋周辺
の舗装

局所的な
建屋止水

5，6号機

（施工

試験)

汚染水発生量の更なる低減に向けた取組
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横置きタンクの除染・解体着手

➢ 横置きタンクは、震災直後にRO処理水や濃縮廃液等の貯留先として使用していたものであるが、現在
は水抜きした上で構内４カ所に合計367基が仮置きされている。

➢ 横置きタンクの解体は、既存の定検資材倉庫B内に設置した専用の解体設備を用いて実施。11月よ
り、タンク内部が汚染していない未使用の横置きタンク（28基）を用いた除染・解体試験により作業
工程や汚染拡大防止対策等の確認を行い、12月頃より使用済みタンクの除染・解体を開始予定。
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参考資料
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ＡＬＰＳ処理水を処分するにあたっての安全性の確認

トリチウム以外の核種を
規制基準未満に確実に浄化

さらに100倍以上に希釈し、
• トリチウム濃度を1,500
ベクレル/L未満に ※2

• トリチウム以外の核種を
 規制基準の1/100未満に

※１ 各段階の測定について、IAEAなどの第三者機関も測定し、客観性を確保。
※２ 規制基準の1/40、WHO飲料水基準の約1/7。2015年以降、海洋放出中のサブドレンの水の濃度と同じ。

処分時のトリチウム総量は、
年間２２兆ベクレル未満

（事故前の管理目標と同じ）。

放出後も、モニタリングにより
海域や水産物のトリチウム濃度

などを確認

放出前に、ALPS処理水に含まれるトリチ
ウム以外の放射性物質が規制基準を下回

ることを確認 ※１

確認①

確認②
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東京電力

独立した分析機関
株式会社化研

委託

東京パワーテクノロジー
株式会社（子会社）

原子力規制庁

IAEA

①IAEAの研究所
②第三国の研究所

分
析

分
析

分
析

委託
専門性を有する第三者
JAEA 大熊分析研究センター

分
析

国（資源エネルギー庁）

⚫ 放出前のALPS処理水中の放射性物質については、東京電力による測定に加え、国やIAEAが、第三
者として独立した測定を実施することで、データの客観性を徹底的に確保。

⚫ 東京電力は毎回放出開始日前に放出するタンクの分析結果を公表。分析結果は、トリチウム以外の
核種について安全基準を満たしていることを確認。

⚫ また、政府の基本方針にもとづき、第三者機関としてJAEAも同タンクのALPS処理水を分析し、トリチ
ウム以外の核種について、東京電力同様に、安全基準を満たしていることを確認。同日、結果を公表。

第三者による確認（ソースモニタリング）

外部技術支援機関
JAEA安全研究センター

分
析
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【広域図】

○海水中トリチウムを精密分析にて測定。

○20km以上離れた海域や、宮城県沖南部、茨城
県沖北部でも、精密分析を実施。

○水産物は年約380検体でトリチウムを測定

○①放水口の北北東へ約４km、②放水口の南南東
へ約５kmの２地点で、週４回迅速分析を実施
（放出のない期間は週１回）

水産庁

海水・水産物のトリチウムの迅速なモニタリング

○海水中トリチウムを測定

○放水口周辺４地点毎日、その他６地点で週２回（放
出期間中）、放水口周辺４地点週１回、その他６地
点で月１回（放出停止期間中）迅速分析を実施。

○海水中トリチウムを測定

○放出期間中、放水口近傍３地点で期間中２回、そ
の他沿岸20地点で期間中１回、迅速分析を実施。

東京電力

安全に放出できていることを確認

環境省

（参考）原子力規制庁
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ALPS処理水に係るモニタリングページ（抜粋）

ページはこちら

Yahoo!JAPAN バナー広告

分析結果・モニタリング結果の分かりやすいページ（経済産業省）

➢ 経済産業省では、ALPS処理水に係るモニタリングついて、結果を一目でわかるマーク形式で表示するペー
ジを2023年6月22日に公開。Yahoo!JAPANのトップページに広告掲載（英語版も2023年8月に公
開）。 詳細データについても、各機関のWEBサイトで確認できるようにリンクを掲載。
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コンテンツの作成

➢ 2023年5月、「ALPS処理水について知ってほしい５つのこと」について、それぞれ1分程度でわかり
やすく解説する動画を作成し経済産業省のYouTubeチャンネルにて公開し、動画広告を展開。
2024年10月末時点で計500万回以上再生。（動画は各画像左下の２次元コードからご覧いただけます。）

① ALPS処理水って何？
本当に安全なの？

④ 本当に海洋放出をしても
大丈夫なの？

② トリチウムって何？ ③ なぜALPS処理水を
処分しなければならないの？

⑤ 近海でとれた魚は
大丈夫なの？

１分程度でわかりやすく解説する動画
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➢ ALPS処理水について、よく質問いただく事項をそれぞれシェアしやすい1枚の画像にまとめたコンテンツ
を2023年3月に作成。特設WEBサイトに掲載し経済産業省のX（旧Twitter）アカウントでも同
月に発信（英語版も作成）

コンテンツの作成

シェアしやすい画像コンテンツの例（日本語版） シェアしやすい画像コンテンツの例（英語版）
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➢ 各国政府等への包括・個別の働きかけ
（例：ALPS処理水に係る現状等について二国間会談・国際会議などでの情報発信、特に、中国・香港、韓国、太

平洋島嶼国・地域などへの個別説明、在京外交団等への説明を随時開催）

➢ 国際機関との協力
（例：IAEAウェブサイトでの情報公開（ALPS処理水に関する特設サイトの開設）、IAEA総会でサイドイベントを開

催（直近2024年9月開催））

➢ 海外メディアへの情報提供、他言語で情報発信
（例：海外メディアを対象に随時ブリーフィングやプレスツアーの実施、ユーロニュースやFinancial Timesでの特集コン

テンツ配信。また、科学的根拠に基づいた情報をわかりやすくまとめたWEBサイトで英語でも発信、基礎的な資
料については、英語に加え、韓国語・中国語も掲載。）

など、透明性高く情報発信。

ALPS処理水に関する各国・地域への情報発信

在京外交団等向けテレビ会議説明会

(出典：外務省報道発表)

科学的根拠に基づいた情報をわかりやすくまとめたWEBサイト
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＜中国＞

⚫ 2023年8月24日、中国海関総署は日本からの水産物輸入の全面的な一時停止を発表。

⚫ 2024年9月20日、日本とIAEAは、IAEAの枠組みの下でのモニタリングを拡充することで一致。同日、中国との間でも、一定の認

識を共有。中国側は、この追加的なモニタリング実施後、科学的証拠に基づき、日本産水産物の輸入規制措置の調整に着手し、

基準に合致した日本産水産物の輸入を着実に回復させることとなった。

＜香港＞

⚫ 2023年7月12日、香港政府は、海洋放出を開始した場合、10都県（※1）産の水産物の輸入を停止する旨発表。

⚫ 2023年8月22日、10都県（※1）の水産物等の輸入の禁止（8月24日から実施）を発表。

 

＜マカオ＞

⚫ 2023年8月22日、マカオ政府は、10都県（※1）の水産物等、野菜、果物の輸入禁止を発表（8月24日から実施）。 

＜ロシア＞

⚫ 2023年10月16日、露連邦動植物衛生監督庁は、中国の一時的制限措置に参加する旨を発表。

ALPS処理水の海洋放出等に関する各国・地域の輸入規制の動向

国・地域名 規制措置の内容

中国・ロシア 全都道府県の水産物を輸入停止 等

香港 10都県（※1）の水産物等を輸入停止 等

マカオ  10都県（※1）の水産物等、野菜、果物を輸入停止 等

韓国 8県（※2）の水産物を輸入停止 等

台湾
全ての食品（酒類を除く）に産地証明書の添付、5県産（※3）の全ての

食品（酒類を除く）については放射性物質検査報告書の添付も必要

【参考】国・地域の輸入規制の概要（2024年10月1日時点）

（※1）福島、宮城、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、新潟、長野
（※2）青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、千葉
（※3）福島、栃木、群馬、茨城、千葉 41



諸外国・地域の食品等の輸入規制の状況（2024年11月1日時点）

規制措置の内容／国・地域数

   事故後に
   輸入規制 
   を措置

規制措置を撤廃した国・地域 49

輸入規制を
継続して措置

一部の都県を対象に輸入停止※（水産物以外）
全ての都道府県を対象に水産物を輸入停止 １

6

一部の都県を対象に検査証明書を要求（水産物以外）
全ての都道府県を対象に水産物を輸入停止 １

一部の都県を対象に輸入停止※ 3

一部の県を対象に検査証明書を要求 1

計 55

➢ 会談や国際会議等様々な外交機会を活用して、東日本大震災以降にとられた輸入規制措置の撤廃に向けた働き
かけを実施。

➢ 2022年に台湾が輸入規制を緩和し、英国、インドネシアが輸入規制を撤廃。2023年8月に、EUが規制撤廃、そ
れに併せてノルウェー、アイスランド、スイス、リヒテンシュタインも規制撤廃。また、2024年5月に、仏領ポリネシア
が規制撤廃。同年9月には台湾が輸入規制をさらに緩和。引き続き、各国・地域への働きかけを実施。

日本産食品輸入規制撤廃に向けた働きかけ

＜最近の規制撤廃・緩和の例＞
2024年 9月 台湾（輸入規制措置を更に緩和）

5月 仏領ポリネシア（規制撤廃）
2023年 8月 EU、ノルウェー、アイスランド、

   スイス、リヒテンシュタイン（規制撤廃）
2022年    7月 インドネシア（規制撤廃）

6月 英国（規制撤廃）
2月 台湾（輸入停止の対象品目の大幅縮小）

2021年   9月 米国（規制撤廃）
5月 シンガポール（規制撤廃）
3月 仏領ポリネシア（検査証明書等の対象品目縮小）
1月 イスラエル（規制撤廃）
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ALPS処理水の海洋放出に伴う需要対策
令和３年度補正予算額 300.0億円

資源エネルギー庁
原子力発電所事故収束対応室
03-3580-3051

事業の内容

事業目的・概要

⚫ ALPS処理水の海洋放出に伴い、万一水産物の需要減少等の風評影

響が生じた場合でも緊急避難的措置として、水産物の販路拡大や一時

的買取り・保管等を支援します。

⚫ また、漁業者の方々の風評への懸念を払拭するため、ALPS処理水の安

全性等に関する理解醸成を実施し、風評影響を最大限抑制すべく取り

組みます。

⚫風評影響を抑制しつつ、仮に風評影響が生じた場合にも、水産物の需要

減少への対応を機動的・効率的に実施することにより、漁業者の方々が

安心して漁業を続けていくことができるよう、基金を造成し、全国的に弾力

的な執行を行います。

成果目標

⚫ ALPS処理水の海洋放出に伴う風評影響を最大限抑制し、万一風評が

生じた場合でも漁業者の方々が安心して事業を継続できる仕組みの構

築を目指す。

国 民間団体等（基金）

補助（定額）
漁業者団体等

（１）（２）（３）補助

資源エネルギー庁
原子力発電所事故収束対応室
福島復興推進グループ
総合調整室

事業イメージ

（２）水産物の一時的買取り・保管への支援

○買取・冷凍保管等に必要な資金の借入金利を支援
○冷凍保管等に係る経費を支援

（１）水産物の販路拡大等の取組への支援

○企業の食堂等への水産物の提供を支援
○水産物のネット販売等、販路拡大・開拓を支援

（４）福島第一原発のALPS処理水に関する広報事業

○消費者に向けた多様な媒体・方法による広報活動の実施
○公正な取引が行われるよう、流通事業者等に対する説明会等の実施

民間団体等

（４）委託

（３）養殖水産物の出荷調整への支援

○水産物を養殖場に留め置くために追加的に必要な飼餌料費等を支援

食堂等漁業者団体等漁業者等

（事業例）漁業者団体が漁業者から水産物を調達し、企業の食堂に提供
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我が国の漁業を取り巻く環境は厳しく、漁業生産量もこの30年間で半減し、新規就業者数の減少

や高齢化、燃料等の基本コストの増大などの課題に直面しています。加えて、長期に亘るALPS処理

水の海洋放出が生じることで、全国の漁業者から漁業の将来への不安が増し、事業継続への懸念が

生じています。

このため、長期に亘るALPS処理水海洋放出の影響を乗り越え、漁業者の創意工夫によって、持続
可能な漁業継続を実現するための取組を支援することを目的とします。

500億円基金（事業目的・概要）

事業目的

本事業では、ALPS処理水海洋放出の影響のある漁業者に対して、売上高向上又は基本コスト削

減により持続可能な漁業継続を実現するため、当該漁業者が創意工夫を凝らして取り組む以下のよう

な活動への支援を行います。

①新たな魚種・漁場の開拓等に係る漁具等の必要経費への支援

②省燃油活動等を通じた燃油コスト削減に向けた取組に対して支援

③漁業者による省資源化・有効利用等を通じた魚箱等コストの削減に向けた取組に対する支援

④省エネ性能に優れた機器等の導入に要する費用に対する支援

事業概要

【令和４年度補正予算額：500億円】
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⚫ ALPS処理水の海洋放出以降、国内において、魚価の大幅低下など、大きな風評影響が生じて
いるという話は聞かれないが、一部の国・地域の輸入規制強化等により、中国に輸出して殻剥き
加工の上で欧米に輸出されるホタテ等に影響が出ている状態。

⚫ 輸入規制の即時撤廃を求めていくとともに、300億円・500億円の基金、予備費207億円から
なる総額1,007億円の「水産業を守る」政策パッケージや補正予算89億円等による支援策に
より、全国の水産業支援に万全を期していく。

１．国内消費拡大・生産持続対策 ３．輸出先の転換対策

４．国内加工体制の強化対策

①国内消費拡大に向けた国民運動の展開
②産地段階における一時買取・保管や漁業者団体・加工/流通

業者等による販路拡大等への支援【300億円基金】

③国内生産持続対策（相談窓口の設置、資金繰り支援、養殖
水産物の出荷調整への支援、新たな魚種開拓等支援、燃油コ
スト削減取組支援）【300億円基金、500億円基金の活用、補正予

算による低利融資】 等

①輸出減が顕著な品目（ほたて等）の支援 【予備費・補正予算】

・一時買取・保管支援
・国内外における新規販路開拓支援

②ビジネスマッチングや、飲食店フェアによる海外市場開拓、
ブランディング支援 【予備費】              等

①既存の加工場のフル活用に向けた人材活用等の支援【予備費】

②国内の加工能力強化に向けた、加工/流通業者が行う機器の
導入等の支援【予備費】

③広く地域のホタテの加工に貢献し、欧米等海外への輸出の拠
点となる加工施設整備の支援【補正予算】

④輸出先国等が定めるHACCP等の要件に適合する施設や機器
の整備や認定手続を支援【既存予算の活用】

２．風評影響に対する内外での対応

５．迅速かつ丁寧な賠償

①一部の国・地域の科学的根拠に基づかない措置の即時撤廃
の働きかけ

②国内外に向けた科学的根拠に基づく透明性の高い情報発信、
誤情報・偽情報への対応強化

③販売促進・消費拡大に向けた働きかけやイベント実施、
 観光需要創出、小売業界の取引継続に向けた環境整備等

一部の国・地域の措置を受け輸出に係る被害が生じた国内事業者には、東京電力が丁寧に賠償を実行

ALPS処理水海洋放出に係る水産業支援策等
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２．漁業者の事業継続支援（500億基金）

⚫ 全漁連から「全国の漁業者が安心して子々孫々まで漁業が継続できる方策を、国の責任として明確に
示すこと」という要望があったことを受けて創設。持続可能な漁業継続を実現するため、新たな魚種・漁場
開拓等に係る漁具等の必要経費の支援、省燃油活動等を通じた燃油コスト削減に向けた取組に対して
の支援等を実施。

⚫ これまでに389件の交付決定を実施。

⚫ 風評影響を受けた水産物の一時的な買取り・保管や販路拡大等を支援（予備費と補正はホタテ・ナマ
コのみ）。

⚫ 以下のとおり交付決定を実施。
• 買取保管57件

• 販路拡大53件（学校給食型28件、社食型1件、創意工夫型15件、EC型9件）

• 出荷調整20件

⚫ また、販路開拓支援等に向け、JETRO・JFOODOを通じ国内外約170件の商談イベント等を開催。

３．国内加工体制の強化（予備費（51億円）＋R5年度補正（18億円））

⚫ 中国の禁輸措置により影響を受けたホタテ等の加工プロセスの国産化に向けて、機器導入と人材活用
を支援するとともに、輸出拠点となる加工工場建設を支援。

⚫ 機器導入については43件、人材活用については10件の交付決定を実施。加工工場建設については、
2件の交付決定を実施。

基金等の概要及び執行状況（10月23日時点）

１．需要対策支援（300億基金 ＋ 予備費（101億円＋55億円）＋ R5年度補正（71.3億円））
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JETROによる代替販路開拓

【今までの主な取組】
2023年12月4日～8日 米・加・星から計6社の海外水産バイヤーを青森・
岩手・宮城・福島に招聘、商談・視察ツアーを実施。

2024年3月5日～8日 「FOODEX JAPAN」(東京)ジャパンパビリオン設
置に加え、福島県の企業を含む水産品等の輸出に取り組む事業者30社によ
る特別出品プログラムを実施、海外バイヤー117社※を招へいし、これら事
業者との商談会を実施。 ※中国・香港バイヤーを除く 

2023年11月～2024年3月 JAPAN MALL事業（海外におけるEC販売プロ
ジェクト）の一環として、世界14か国・地域にて、各国のECバイヤー等と
連携し、北海道、青森、岩手、宮城、福島等の水産物の海外ECサイトでの
販売・プロモーション等を支援。

2024年10月 JAPAN MALL事業の一環として、欧州15カ国以上に水産物
の販路を有し、東日本大震災以降、福島県産水産物の欧州向け輸出に貢献
してきたオランダの「Hokkai Suisan」社のマリナス・ノーデンボスCEO
を、福島県に招へい。
あおさ等を取り扱う福島県企業との間で、あおさ加工食品の商品開発と欧
州向け輸出に関する商談を実施。

バイヤー一行による産地・市場訪問

⚫ ジェトロは、ALPS処理水が放出された2023年8月24日に全国に特別相談窓口を設置し、一部の
国・地域による輸入規制強化等に影響を受けた企業からの相談に対応。①海外（代替・新規）販
路の開拓、②水産物をはじめとした日本産食品の魅力発信など、各種事業を展開。

⚫水産物の新規販路拡大のため、海外バイヤー招へいや海外の展示会出展等による国内外
での商談会等を開催するとともに、水産業者等による越境Eコマースを通じた販路開
拓・販売拡大に向けた取組等を支援。

「Hokkai Suisan」社と福島
県内企業との商談の様子
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ALPS処理水の海洋放出に伴う損害賠償の状況

＜東京電力による現在の対応状況＞

• 地域や業種の実情に応じた賠償を実現できるよう、引き続き、関係団体等からの意見を
伺いながら調整を進め、損害額の算定方法等を具体化していく。併せて、現地説明会
を実施中。

• 令和5年度には、10/2宮城県石巻市、12/5に北海道長万部町、12/19北海道紋別
市に相談窓口を設置。また、12/15に大阪市と福岡市に訪問拠点を設置。

• 全国各地の漁業関係団体や水産加工流通業界、荷主団体等への賠償についての現
地説明会を実施。

支払件数 約３２０件

賠償金額 約４５０億円

⚫ 風評被害等への損害賠償は、東京電力の責任において適切に行う。

⚫ 国は、被害の実態に見合った必要十分な賠償を迅速かつ適切に実施するよう東京電
力を指導する。

＜ALPS賠償への対応状況＞ （2023/8/22～2024/11/6時点）
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